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２月現在、事業主からの犯罪被害者等の雇用
管理に関する相談は、寄せられていない。同
センターでは、雇用管理講習会において、中
小企業事業主などへ犯罪被害者等に係る公的
機関の取組等について情報提供を行った（平
成２２年度限りで雇用管理講習会業務は廃止）。
また、平成２１年度に独立行政法人労働政策

研究・研修機構労働大学校が実施する労働行
政職員基礎研修、公共職業安定所課長・統括
職業指導官研修、職業安定行政職員上級研修
において犯罪被害者等への理解促進を図っ
た。

⑵ 個別労働紛争解決制度の活用等
厚生労働省において、「個別労働関係紛争

の解決の促進に関する法律」（平成１３年法律
第１１２号）に基づき、個別労働紛争解決制度
（http://www.mhlw.go. jp/general/seido/
chihou/kaiketu/soudan.html）に つ い て、
ホームページやパンフレット等を活用し、周
知を図るとともに、その適正な運用に努めて
いる。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

⑶ 被害回復のための休暇制度導入の是
非に関する検討
厚生労働省において、平成１８年度、犯罪な

どの被害に遭った労働者が被害を回復するた
めの休暇制度の導入につき、アンケートを実
施したところ、企業、労働者とも約９割が、
同制度を導入すべきという意見さえ知らない
という状況が明らかになった。そこで、まず
は企業や労働者に対し、同制度の必要性につ
いての周知・啓発を図ることが重要であると
の結論に至り、１９年度から幅広く周知・啓発
を行っている。２３年度においても、２２年度に
引き続きリーフレットやポスターを作成する
とともに、セミナーの開催などにより、企業
や労働者に対する周知・啓発を行うこととし
ている。
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１ 保健医療サービス及び福祉サービスの提供（基本法第１４条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 犯罪被害者等に対する精神科医によ
る支援、カウンセリング体制の整備
警察において、カウンセリングに関する専

門的知識や技術を有する職員の配置、精神科
医や民間のカウンセラーとの連携などによ
り、犯罪被害者等の精神的被害を軽減するた
めの相談・カウンセリング体制を整備してい

る。現在、全ての都道府県警察において、部
外の精神科医、臨床心理士などに対し、犯罪
被害者等へのカウンセリングや職員のカウン
セリング技術向上を図るためのアドバイザー
業務の委嘱を行っている。また、被害少年に
対しては、少年補導職員などの専門職員が、
部外専門家などから助言を得つつ、カウンセ
リングを実施している。
さらに、平成１９年度から、臨床心理士など
の資格を有する職員やその他の警察職員に対
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し、カウンセリング技能の向上を図るための
専門的な研修への参加の促進を図っている
（カウンセリング専門職員に対する専門研修
に要する経費（国庫補助金）：２２年度 １０百
万円、２３年度 ９百万円）。

⑵ 児童相談所及び婦人相談所における
相談援助
児童相談所において、少年被害者からの相

談も含む子どもに関する相談について対応し
ている。
婦人相談所においては、「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律」
（平成１３年法律第３１号）に基づき、配偶者暴
力相談支援センターの機能を担い、配偶者か
らの暴力被害者・同伴する家族を自ら一時保
護したり、婦人保護施設などへの一時保護委
託を実施している。
また、「人身取引対策行動計画２００９」（平成

２１年１２月、犯罪対策閣僚会議にて決定）に基
づき、人身取引被害者の保護・支援を行って
おり、保護を必要とする人身取引被害者に対
しては、相談支援に当たり通訳を確保し、生
活場面での支援とともに、心理的ケアや医療
的支援、法的支援を行っている。

⑶ 児童自立生活援助事業
自立援助ホームにおいて、義務教育終了か

ら満２０歳未満までの、児童養護施設などを退
所し就職する子どもたちや自立援助ホームを

退所した犯罪被害者等も含む子どもたちに対
し、相談などの援助を行っている。

⑷ 児童福祉施設及び婦人保護施設入所
措置
厚生労働省において、虐待を受けた子ども

などのために、児童福祉施設における適切な
援助体制を確保している（P６０⑽「少年被害
者のための治療等の専門家の養成、体制整備
及び施設の増強に資する施策の検討及び実
施」参照）。
配偶者からの暴力被害者などが入所する婦

人保護施設については、夜間警備体制の強化
を図るとともに、心理療法担当職員や同伴児
童のケアを行う指導員の配置を進めている。

⑸ 保健所及び精神保健福祉センターに
おける心のケアに関する相談窓口での
対応
保健所や精神保健福祉センターにおいて、

犯罪被害者等に対して、精神保健に関する相
談支援を実施しており、医療が必要な場合に
は、医療機関に紹介を行うなど、関係機関と
連携している。
保健所においては、地域精神保健活動の一

環として、精神保健相談窓口を設置し、心の
健康相談を実施している。
精神保健福祉センターにおいても、専門知

識を有する者による面接相談や電話相談（「こ
ころの電話」）の窓口を設置し、地域住民が
気軽に相談できるような体制を整備してい
る。また、必要に応じ医師による診察を行
い、医療機関への紹介や医学的指導などを
行っている。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑹ 「PTSD対策に係る専門家の養成研
修会」の継続的実施等
厚生労働省において、医師、看護師、保健

師、精神保健福祉士などを対象とした PTSD

犯罪被害者等に対応するカウンセラー

提供：警察庁
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支援拠点機関
（リハビリテーションセンター、病院等）

相談支援コーディネーター
（ケースワーカー、ソーシャルワーカー、OT、心理職等）

・専門的なアセスメント、ケアプランの作成
・ケアプランに基づくサービスの提供

・関係機関との連携（連絡委員会の開催等）
・関係機関、自治体職員に対する研修
・関係機関への指導、助言

モデル事業における成果（マニュア
ル等）の提示

・各種支援プログラムの検証と改正
・研修事業、普及啓発活動

※OT、心理職等を必要に応じて配置

就労支援機関 患者団体

相談支援

支援体制整備

市町村

都道府県

福祉サービス事業者

医療機関

厚生労働省

国立身体障害者
リハビリテーションセンター

サービス
利用

委託

指導
助言

専門的相談

高

次

脳

機

能

障

害

者

・

家

族

（心的外傷後ストレス障害）専門家の養成研
修などを行い、精神保健福祉センター、病
院、保健所などで PTSD相談事業活動を取
り入れ、各施設での活動の充実を図ってい
る。
「PTSD対策専門研修会」では、犯罪被害

者の心のケアに関する研修も実施しており、
平成２２年度は１９７名が受講した。
平成２２年度からは、医師、コ・メディカ

ル＊３などを対象に講義だけでなく、模擬患者
等を用いた実際の対応法の提示等を適宜組み
合わせた実践的内容としている。

⑺ 地域格差のない迅速かつ適切な救急
医療の提供
厚生労働省において、ドクターカー・ドク

ターヘリの普及や、初期救急医療、入院を要
する救急医療、救命救急医療の体制の整備を
図っている。
また、医学的観点から救急救命士を含む救

急隊員が行う応急処置等の質を保証するため
に救急業務の高度化のために全国に約２９０設

置されているメディカルコントロール（MC）
協議会の質を底上げし、MC体制＊４を充実強
化することを目的として消防庁・厚生労働省
において、全国MC協議会連絡会を開催し
ている。

⑻ 高次脳機能障害者への支援の充実
厚生労働省において、各都道府県に高次脳

機能障害者に対する支援を行うための支援拠
点機関を設置し、相談支援コーディネーター
による専門的な相談支援、関係機関との地域
ネットワークの充実、高次脳機能障害の支援
手法などに関する研修などを行う「高次脳機
能障害支援普及事業」を実施している。
平成２２年６月には、高次脳機能障害支援拠

点機関が全都道府県に設置されている。
また、平成２３年度より新たに、国立障害者

リハビリテーションセンター内に「高次脳機
能障害情報・支援センター（仮称）」を設置
し、高次脳機能障害者に関する様々な情報や
最新の高次脳機能障害者支援情報を集約し、
高次脳機能障害者やその家族及び支援関係者

（＊３）コ・メディカルとは、一般的には医師を除いた医療従事者に対する総称であるとされている。
（＊４）救急現場から医療機関に搬送されるまでの間において、救急救命士などが行う救急医療活動について、医師による指示、指
導・助言、事後検証を行い、その質を保障する体制。

高次脳機能障害支援普及事業（イメージ図）

提供：厚生労働省
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等に役立つ情報をホームページで発信する体
制を整備する等、情報提供機能の強化を図る
こととしている。

⑼ 思春期精神保健の専門家の養成
厚生労働省において、「思春期精神保健対

策専門研修」として、医師、コ・メディカル
スタッフ、ひきこもり支援従事者を対象に、
児童虐待や家庭内暴力などに起因する精神障
害など子どもの心の診療に関連した系統講義
を行っている。
平成２２年度は、医療従事者専門研修（全２

回）にのべ２２７名、コ・メディカル専門研修
に６３名、ひきこもり対策研修に１２０名が参加
した。

⑽ 少年被害者のための治療等の専門家
の養成、体制整備及び施設の増強に資
する施策の検討及び実施
厚生労働省において、近年、虐待を受けた

子どもの児童養護施設などへの入所が増えて
いることから、児童養護施設に心理療法担当
職員を配置するなど適切な援助体制を確保し
てきた。平成１９年度から児童養護施設に被虐
待児個別対応職員を常勤配置、２１年度には乳
児院にも常勤配置してきており、平成２２年度
には一定の要件を満たす乳児院において、さ
らに加配できることとしている。
また、児童相談所においては、業務遂行の

ため、所長、次長、各部門の長のほか、スー
パーバイザー（教育・訓練・指導担当の児童
福祉司、児童心理司）、児童福祉司、相談員、
精神科を専門とする医師、児童心理司、心理
療法担当職員などを配置することとしてい
る。児童相談所における児童心理司は、平成
２２年度において１，１０８名配置されている。

⑾ 犯罪被害者等への適切な対応に資す
る医学教育の促進
文部科学省において、平成２３年２月に開催

された、国公私立大学医学部長・医学部附属
病院長会議、国公私立大学歯学部長・歯学部

附属病院長会議において、基本計画の内容を
説明するとともに、各大学におけるカリキュ
ラム改革の取組を要請している。

⑿ 犯罪被害者等に関する専門的知識・
技能を有する臨床心理士の養成等
文部科学省において、財団法人日本臨床心

理士資格認定協会に委嘱した「臨床心理士の
資質向上に関する調査研究」の中で、犯罪被
害者等支援に関する基礎的な調査研究を行う
とともに、その知見を活用した臨床心理士の
養成・研修の在り方について検討し、同協会
において報告書を取りまとめた（財団法人日
本臨床心理士資格認定協会：http://www.
fjcbcp.or.jp/chosa.html）。

⒀ 検察官等に対する研修の充実
法務省において、犯罪被害者等に配慮した

捜査・公判活動を行うため、検察官などに対
する研修の中で、犯罪被害者支援などをテー
マとする講義を行っているほか、検察官に市
民感覚を学ばせるため、犯罪被害者支援団体
などの公益的活動を行う民間団体や民間企業
に検察官を一定期間派遣する研修などを実施
している。また、検察庁に配置されている被
害者支援員に対し、研修を実施している。

⒁ 法科大学院における教育による犯罪
被害者等への理解の向上の促進
文部科学省において、犯罪被害者等に対す

る理解の向上を含め、真に国民の期待と信頼
に応え得る法曹の養成に努めるよう、法科大
学院に促している。法科大学院においては、
これに応え、犯罪や不法行為の被害者等の実
態を把握・分析し、犯罪被害者等の法的地
位、損害回復の方法、被害者支援活動におけ
る課題などを考察する「被害者学」、「被害者
と法」などの授業科目を開設するなどの取組
が行われている。
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・協議会参加者の守秘義務（児童福祉法第 25条の５）
・支援内容を一元的に把握する機関の選定

市町村 学校・教育委員会

民生・児童委員

保育所

警　察

医療機関

弁護士会 児童相談所 民間団体

保健機関

果たすべき機能
　要保護児童等（要支援児童や妊婦を含む。）の早期発見や適切な保護や支援を図るた
めには、
　・関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し
　・適切な連携の下で対応していくことが重要
であり、市町村（場合によっては都道府県）が、子どもを守る地域ネットワーク（要保
護児童対策地域協議会）を設置し、
①　関係機関相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明
確化するとともに、

②　個人情報保護の要請と関係機関における情報共有の在り方を明確化することが必要

⒂ 児童虐待に対する夜間・休日対応の
充実等
児童相談所において、夜間・休日を問わ

ず、いつでも相談に応じられる体制の整備を
図る「２４時間・３６５日体制強化事業」を実施
しており、こうした事業の活用により、平成
２２年４月１日現在において、児童相談所を設
置する全ての自治体でその体制が確保されて
いる。（６９自治体）

⒃ 少年被害者の保護に関する学校及び
児童相談所等の連携の充実
文部科学省・厚生労働省において、少年被

害者の保護に関し、学校と児童相談所など少
年被害者の保護に資する関係機関との連携を
充実させている。
平成２１年４月より、「児童福祉法等の一部

を改正する法律」（平成２０年法律第８５号）が
施行され、「子どもを守る地域ネットワーク
（要保護児童対策地域協議会）」の対象拡大
及び専門性の向上を図った。
平成２２年４月１日現在、子どもを守る地域

ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）
又は任意設置の児童虐待防止ネットワークを

設置している市区町村の割合は、９８．７％と
なっている（「市区町村の児童家庭相談業務
等の実施状況等について（平成２２年度調査結
果）」：http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/２
r９８５２００００００z６wu.html）。
また、平成２２年３月、「学校及び保育所か

ら市町村又は児童相談所への定期的な情報提
供に関する指針」が文部科学省及び厚生労働
省から各自治体及び教育委員会等に通知され
ている。

⒄ 少年被害者に対する学校におけるカ
ウンセリング体制の充実等
文部科学省において、少年被害者に対する

学校におけるカウンセリング体制の充実を
図っている。
学校における教育相談体制の充実に向けて

関係機関や地域の人材と連携しながら、個々
の状況に応じた支援を実施し、これまで、ス
クールカウンセラーや子どもと親の相談員の
拡充やスクールカウンセラーの緊急支援のた
めの派遣に対して補助を行ってきた。平成２１
年度に引き続き、平成２２年度も小学校に配置
するスクールカウンセラーを拡充し、相談体

子どもを守る地域ネットワークについて（要保護児童対策地域協議会）

提供：厚生労働省
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制などの充実を図っている。
また、教職員が、犯罪被害者等である児童

生徒の相談などに的確に対応できるよう、大
学の教職課程において、カウンセリングに関
する基礎的な知識を必ず取り扱うこととされ
ている。教員に対するカウンセリングに関す
る研修については、生徒指導担当指導主事連
絡会議において、犯罪被害者等に対する心の
ケアの視点も含めて実施するよう促すなど、
引き続き実施している。

⒅ 被害少年が受ける精神的打撃軽減の
ための継続的支援の推進
警察において、人格形成の途上にある少年

が被害を受けた場合、その後の健全育成に与
える影響が大きいことから、被害少年＊５の再
被害を防止するとともに、その立ち直りを支
援するため、少年補導職員などによる指導・
助言のほか、カウンセリングなどの継続的な
支援を行っている。
被害少年の支援に際しては、臨床心理学、

精神医学などの高度な知識・技能を有する部
外の専門家を「被害少年カウンセリングアド
バイザー」として委嘱し、その適切な指導・
助言を受けながら支援を実施するとともに、
それぞれの地域においては、保護者などとの
緊密な連携の下に、日常の少年を取り巻く環
境の変化や生活状況を把握しつつ、きめ細や
かな訪問活動を行うボランティアを「被害少
年サポーター」として委嘱し、これらの者と
連携した支援活動を推進している。
また、深刻な児童ポルノ情勢を踏まえ、平

成２１年６月に警察庁において策定した「児童
ポルノの根絶に向けた重点プログラム」及び
平成２２年７月に犯罪対策閣僚会議において決
定された「児童ポルノ排除総合対策」を踏ま
え被害児童に対する継続的支援の実施等、関
係省庁と連携した被害児童の早期発見及び支
援活動を推進している。

⒆ 里親制度の充実
厚生労働省において、平成２１年４月１日か

ら施行した「児童福祉法等の一部を改正する
法律」（平成２０年法律第８５号）により「養育
里親」を、養子縁組を前提とした里親と区分
するとともに、養育里親の要件として一定の
研修を修めることとするなどの里親制度の見
直しが行われた。また、平成２０年度から実施
している「里親支援機関事業」を法定化した
ほか、２１年度から養育里親の手当を引き上げ
た。

⒇ 少年被害者の相談・治療のための専
門家・施設等の周知
児童相談所は、子どもに関するあらゆる相

談に対応することとしており、犯罪の被害に
よって心のケアなどを必要とする少年からの
相談についても、児童相談所の本来業務とし
ている。当該児童相談所の場所や機能に関す
る周知は、設置主体である各都道府県、政令
指定都市、児童相談所設置市において、広
報、パンフレット、ホームページなどにより
行われている。
〈平成２２年５月１０日現在〉
児童相談所数 ２０５か所

（平成２２年４月１日現在）
児童福祉司数 ２，４７７名
児童心理司数 １，１０８名

21 犯罪被害者等に対する医療機関に関
する情報の周知
厚生労働省において、「良質な医療を提供

する体制の確立を図るための医療法等の一部
を改正する法律」（平成１８年法律第８４号）に
より、医療機関に対し、医療機能に関する一
定の情報について、都道府県への報告を義務
付け、都道府県が医療機関の診療科目、医師
や看護師数などの基本的な情報、提供する医
療の内容に関する情報、医療連携や医療安全
に関する情報を比較できるように整理し、イ

（＊５）被害少年とは、犯罪その他少年の健全な育成を阻害する行為により被害を受けた少年（２０歳未満）をいう（少年警察活動規則
（平成１４年国家公安委員会規則第２０号）第２条第７号）。
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ンターネットなどで住民が利用しやすい形で
公表する医療機能情報提供制度を創設した。
これにより、犯罪被害者等を含む患者が、医
療に関する情報を得られ、適切に医療機関を
選択できるようになる。

22 犯罪被害者等の受診情報等の適正な
取扱い
厚生労働省において、医療機関などによる

個人情報の適切な取扱いを確保する目的で、
「医療・介護関係事業者における個人情報の
適切な取扱いのためのガイドライン」を定め
ており、併せて「診療情報の提供等に関する
指針」・「個人情報保護法」に基づき、医療機
関などに適切な対応を求めている。
また、「医療法」（昭和２３年法律第２０５号）

に基づき設置されている都道府県などの医療
安全支援センターにおいて、患者やその家族
から個人情報の取扱いを含めた医療に関する
苦情・相談を受けた場合、当該患者やその家
族又は苦情・相談のあった医療機関の管理者
に対し、必要に応じて助言を行うこととされ
ており、きめ細やかな支援を行っている。
また、保険者についても、「健康保険組合
等における個人情報の適切な取扱いのための
ガイドラインについて」（平成１６年１２月２７日
保発第１２２７００１号）などの関連ガイドライン
を通知し、適切な対応を引き続き求めてい
る。
金融庁においては、犯罪被害者等の保健医

療に関する情報を始めとする個人情報の取扱
いに関し、保険会社に問題があると認められ
る場合には、「保険業法」（平成７年法律第
１０５号）等に基づき、保険会社に対する検査・
監督において適切な対応を行っている。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

23 重度のPTSD等重度ストレス反応
の治療等のための高度な専門家の養成
及び体制整備に資する施策の検討及び
実施、犯罪被害者に係る司法関連の医
学知識と技術について精通した医療関
係者の在り方及びその養成のための施
策の検討
厚生労働省において、平成１７年度からの厚

生労働科学研究として、「犯罪被害者の精神
健康の状況とその回復に関する研究」を３年
計画で行い、
〈１〉犯罪被害者の精神医学的状態につい

ての実態とニーズ調査
〈２〉医療場面などにおける犯罪被害者の

実態とニーズの調査
〈３〉精神保健福祉センターなどの職員が

犯罪被害者に関わる場合のマニュアル
作り

〈４〉重度ストレスに対する心理治療の研
究

などを進め、これらを踏まえ「犯罪被害者等
支援のための地域精神保健福祉活動の手引」
（http://www.ncnp.go.jp/nimh/seijin/www/
pdf/shiryo_tebikizenbun.pdf）を作成し、精
神保健福祉センターへ配布した。

24 PTSDの診断及び治療に係る医療
保険適用の範囲の拡大
厚生労働省において、平成１８年度の診療報

酬改定（同年４月１日施行）で、PTSDの診
断のための心理テストを保険適用としている
ほか、平成２２年度の診療報酬改定において
は、通院・在宅における精神科専門療法を長
時間（３０分以上）行う場合の評価を充実した
ところである。

25 救急医療に連動した精神的ケアのた
めの体制整備
厚生労働省において、救命救急センターに

犯罪被害者等が搬送された場合にも、救急医
療の実施と併せて、精神科の医師による診療
などが速やかに行われるよう、精神科の医師
を必要に応じ適時確保することを各都道府県
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に求めている。
さらに平成２２年度から「救命救急センター

の評価」の評価項目に救急医療と精神科医療
との連携体制を評価する項目の追加をし、そ
の結果について公表することとしている。
なお、現在すべての研修医が、精神疾患に

対する初期的対応、精神的ケアと治療の実際
を学ぶことになっている。

26 長期療養を必要とする犯罪被害者の
ための施策の検討及び実施
各都道府県において、平成１８年に改正され

た医療法に基づき、医療計画を策定し、長期
療養を必要とする患者を始め、犯罪被害者等
を含めた患者が継続的に適切な医療を受けら
れるよう医療連携体制の構築を進めていると
ころであり、厚生労働省において、各都道府
県の取組を支援している。

27 性暴力被害者のための医療体制の整
備に資する施策の検討及び実施
厚生労働省において、「良質な医療を提供

する体制の確立を図るための医療法等の一部
を改正する法律」に基づき創設された医療機
能情報提供制度（P６２21「犯罪被害者等に対
する医療機関に関する情報の周知」参照）に
よって、性暴力被害者であれば必要と考えら
れる、婦人科、精神科、心療内科などを有す
る医療機関の医療機能に関する情報について
得ることができるようにしている。
また、併せて医療に関する広告の規制の見

直しを行い、これまで認められていなかっ
た、性暴力被害者のカウンセリングを実施し
ている旨などの広告を医療機関が行うことが
できることとした。

２ 安全の確保（基本法第１５条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 携帯用自動通報装置の整備
警察において、犯罪被害者に対して再度危

害が加えられることを未然に防止するため、
携帯用自動通報装置を犯罪被害者に貸し出
し、不安感の払拭や安全確保を図っている。

⑵ 企業及び行政対象暴力対策の推進
警察において、企業及び行政対象暴力事犯

に対して、検挙の徹底、暴力団対策法の効果
的な運用に努めるとともに、都道府県暴力追
放運動推進センターと連携して、不当要求防
止責任者＊６に対する講習を実施したり、パン
フレットを作成したりするなどして、犯罪被
害者等の保護、救済を図っている。
平成２２年１１月、「企業が反社会的勢力によ

る被害を防止するための指針」（平成１９年６

月１９日犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ。以下
「指針」という。）に沿った企業等の取組み
状況についてアンケート調査（回答３，４６９社）
を実施したところ、不当要求は企業等の規模
にかかわらず認められるが、上場企業等以外
は取組みが遅れていることが判明した。この
ような実態を踏まえ、犯罪対策閣僚会議下に
設置された「暴力団取締り等総合対策ワーキ
ングチーム」において、企業活動からの暴力
団排除について、政府が今後、更に取り組む
べき施策が検討され、第１６回犯罪対策閣僚会
議（平成２２年１２月開催）において、政府とし
て①「関係業界に対する指針の更なる普及啓
発」、②「暴力団排除意識の高い企業に対す
る評価方策の検討」、③「公共事業等の契約
の相手方企業やその下請企業等に対する指針
に基づく取組の啓発」、④「業種ごとの標準
契約約款における暴力団排除条項のモデル作
成の支援」、⑤「経済団体及び関係業界団体

（＊６）各事業所に選任された、不当要求による事業者や使用者などの被害を防止するために必要な業務を行うこととされている者


